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Ⅰ．平成２１年度住宅局関係予算概算要求の基本方針 

 

「住生活基本計画」の目標の一つである「良質な住宅ストックの形成および

将来世代への承継」の達成に向け、以下のとおり、総合的な住宅・建築行政を

着実に推進する必要がある。 
 

  第一に、昨年成立した「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促

進に関する法律」を踏まえ、福祉施策との連携を図りつつ、高齢者、被災

者等に対して的確に賃貸住宅の供給を行うこと等により、地域の実情に即

した重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットの構築を図る必要がある。 
 

  第二に、近年の家庭・業務部門のＣＯ２排出量の増加傾向に対応するため、

先の国会で改正された「エネルギーの使用の合理化に関する法律」におけ

る住宅・建築物の省エネ対策を踏まえ、低炭素社会に向けた住宅・建築物

における省資源・省ＣＯ２対策を積極的に進める必要がある。 
 

  第三に、「つくっては壊す」フロー消費型の社会から「いいものをつくっ

て、きちんと手入れして、長く大切に使う」ストック型社会への転換を図

るため、「２００年住宅」を始めとする良質な住宅取得の支援とともに、分

譲マンションの適切な維持管理と老朽マンションの再生を積極的に進め、

これらの良質な住宅ストックの形成と流動化の促進を通じて、住宅関連投

資の増大や国民の住生活の安定の確保を図る必要がある。 
 

  第四に、住宅・建築物の最低限の安全性の確保を図るため、計画的なア

スベスト改修を強力に進めるとともに、大規模地震が頻発する中で、住宅・

建築物の耐震改修の実施や密集市街地の早期解消等への重点的な取組みを

進め、あわせて、住宅瑕疵担保履行法・改正建築士法など新制度の運用等

に万全を期す必要がある。 
 

  さらに、活力ある地域づくりを支える観点から、地方都市等における中

心市街地の活性化等を図るため、街なか居住等を通じた住宅市街地におけ

る良好な居住環境の形成を図る必要がある。 
 

  このため、平成２１年度の住宅局予算は、 

 高齢者等が安心して暮らせる住宅セーフティネットの充実 

 低炭素社会に向けた住宅・建築物の省資源・省ＣＯ２対策の推進 

 住宅ストックの有効活用等による住生活の向上 

 住宅・建築物の安全・安心の確保 

 街なか居住の推進等 

に重点を置くこととする。 
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（単位：億円） 

区   分 事 業 費 倍率 国  費 倍率 
 

住宅都市環境整備 

  住 宅 対 策 

  都 市 環 境 整 備 

   市 街 地 整 備 

   道 路 環 境 整 備 
 

合    計 
 
行 政 経 費 
 

再    計 
 

 
 

37,158 

13,235 

12,192 

1,044 
 

50,394 
 

－ 
 

50,394 

 
 

1.08 

1.09 

1.10 

1.01 
 

1.08 
 

－ 
 

1.08 

 
 

7,477 

3,712 

3,187 

525 
 

11,189 
 

97 
 

11,286 

 
 

1.14 

1.13 

1.16 

1.00 
 

1.14 
 

1.53 
 

1.14 

※ 億円未満はそれぞれ四捨五入しているため、合計が一致しないものがある。 

 

 

 

（単位：億円） 

区  分 21 年度要求額 前 年 度 対前年度倍率 

財 政 投 融 資 等 42,451 44,952 0.94 

 

 

 

（単位：億円） 

区    分 21 年度要求額 前 年 度 対前年度倍率 

暮 ら し ・ 環 境 6,381 6,024 1.06 

安 全 1,435 877 1.64 

活 力 3,199 2,764 1.16 

横 断 的 な 政 策 課 題 213 179 1.19 

そ の 他 58 49 1.19 

合    計 11,286 9,892 1.14 

※ 億円未満はそれぞれ四捨五入しているため、合計が一致しないものがある。 

事業費・国費 

財政投融資等 

政策目標別国費 
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・統計調査の充実

基本的な方針

はじめに
○住生活基本法に基づき、住生活安定向上施策を総 合的かつ計画的に推進するため策定
○計画期間は平成１８年度から平成２７年度の１０年 間

施策の推進
・関係者の連携・協力
・政策評価の実施とおおむね５年後の計画見直し

目標・成果指標・基本的な施策

○住宅の位置づけと住生活安定向上施策の意義
○施策についての横断的視点

（横断的視点）

目標の達成状況を示す成果指標

良質な住宅ストッ
クの形成及び将
来世代への承継

①新耐震基準適合率

③省エネルギー対策率
②共同住宅共用部分のユニバーサルデザイン化率

⑥重点密集市街地の整備率

・耐震診断・耐震改修等の促進、建築規制の的確な運用
・ユニバーサルデザイン化の促進

・基盤整備と規制緩和の一体的推進による密集市街地の整備

・都心居住・街なか居住の促進、ニュータウン再生の支援

・宅地耐震化対策、浸水対策、土砂災害対策等の推進

・マンションの計画的修繕の促進、老朽化したマンションの再生促進

国民の多様な居
住ニーズが適切
に実現される住
宅市場の環境整
備

⑧住宅性能表示の実施率（新築）

⑩住宅の利活用期間

・高齢者向け賃貸住宅の供給、公的住宅と福祉施設の一体的整備

・税制上の措置の活用等による無理ない負担での住宅取得の支援

・長寿命住宅の普及促進、適切な維持管理、リフォームの促進

・技術開発等の推進、地域材を活用した木造住宅生産体制の整備
・持家の賃貸化の促進、二地域居住の情報提供、子育て支援等

⑫最低居住面積水準未満率 ・低額所得者等への公平かつ的確な公営住宅の供給

・各種公的賃貸住宅の一体的運用や柔軟な利活用等の推進

・高齢者、障害者等への民間賃貸住宅に関する情報の提供

目標 基本的な施策

⑬高齢者のいる住宅のバリアフリー化率

⑤適正な修繕積立金を設定しているマンションの割合

住宅の確保に特
に配慮を要する
者の居住の安定
の確保

・住宅性能表示制度の普及・充実、紛争処理の仕組みの普及・充実、
既存住宅の合理的な価格査定の促進など市場環境の整備

・長期固定型ローン等が安定的に供給される住宅金融市場の整備

④リフォームの実施率

目標設定の前提として 「住宅性能水準」「居住環境水準」「居住面積水準（最低・誘導）」を設定
※第８期住宅建設 五箇年計画の各水準を基本としつつ、内容・表現を再検証・充実

良好な居住環境
の形成

・省エネルギー性能など住宅の環境性能の向上

⑨既存住宅の流通シェア

⑪子育て世帯の誘導居住面積水準達成率

⑦地震時に危険な大規模盛土造成地の箇所数

・建築協定の活用等による良好な街並み・景観・緑の維持・形成

ストック重視
福祉、まちづくり
等関連する施策
分野との連携

地域の実情を
踏まえたきめ細

かな対応

市場重視

大都市圏における住宅・住宅地の供給等
・地域属性に応じた
施策の推進 等

住生活基本計画（全国計画）の 概要 ＜平成１８年９月１９日閣議決定＞住生活基本計画（全国計画）の 概要 ＜平成１８年９月１９日閣議決定＞
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１．平成２１年度住宅局関係予算概算要求事業費・国費総括表

21年度要求額 前 年 度 倍 率
（Ａ） （Ｂ） （Ａ／Ｂ）

3,715,844 3,441,065 1.08

549,622 418,167 1.31
うち 地 域 住 宅 交 付 金 548,567 416,481 1.32

72,972 72,972 1.00
うち 都市再生機構出資金（セーフティネット型） 40,000 40,000 1.00

353,104 222,544 1.59
うち 密 集 市 街 地 整 備 42,383 26,578 1.59
うち 超 長 期 住 宅 先 導 的 モ デ ル 事 業 27,500 17,750 1.55
うち 住宅・建築物「省ＣＯ２推進モデル事業」 19,000 9,600 1.98

うち 住 宅 ・ 建 築 物 安 全 ス ト ッ ク 形 成 82,276 0 皆増
うち 高 齢 者 居 住 安 定 確 保 モ デ ル 事 業 11,600 0 皆増

2,607,400 2,594,800 1.00

123,092 121,788 1.01

218 414 0.53

383 814 0.47

9,053 9,566 0.95

1,323,527 1,213,805 1.09

1,219,171 1,110,064 1.10

736,000 640,000 1.15

201,998 140,957 1.43

3,657 1,009 3.62

1,840 1,320 1.39

275,676 326,778 0.84

104,356 103,741 1.01

700 700 1.00

103,656 103,041 1.01

5,039,371 4,654,870 1.08

－ － －

5,039,371 4,654,870 1.08

（注）住宅金融支援機構の事業費については、証券化支援事業における買取実績、市場金利等の動向により変動する

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

道 路 環 境 整 備

事 項
事 業 費

住 宅 都 市 環 境 整 備

住 宅 対 策

都 市 環 境 整 備

市 街 地 整 備

地 域 住 宅 交 付 金 等

公 的 賃 貸 住 宅 家 賃 対 策 等

住 宅 市 街 地 総 合 整 備

住 宅 金 融 支 援 機 構

都 市 再 生 機 構

特 定 賃 貸 住 宅

農 地 所 有 者 等 賃 貸 住 宅

都 市 開 発 資 金

ま ち づ く り 交 付 金

市 街 地 再 開 発 事 業 等

都 市 再 生 推 進 事 業

都 市 開 発 資 金

再　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

都 市 再 生 機 構

都 市 再 生 推 進 事 業

住 宅 市 街 地 総 合 整 備

行 政 経 費
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（単位：百万円）

21年度要求額 前 年 度 倍 率
（Ｃ） （Ｄ） （Ｃ／Ｄ）

747,729 654,770 1.14

254,855 194,255 1.31
254,000 193,000 1.32 ・21年度要求額の国費には、高齢者居住安定化緊急促進事業

として4,000百万円を含む。

46,574 46,574 1.00
30,000 30,000 1.00

144,690 88,920 1.63
21,520 14,000 1.54
20,000 13,000 1.54
10,000 5,000 2.00

31,500 0 皆増
8,000 0 皆増

249,000 271,000 0.92

52,118 53,000 0.98

109 207 0.53

383 814 0.47

0 0 －

371,150 328,076 1.13

318,680 275,606 1.16

288,000 251,000 1.15 ・他局との共管である。

25,847 20,656 1.25

1,233 350 3.52

0 0 －

3,600 3,600 1.00 ・他局分を含む。

52,470 52,470 1.00

350 350 1.00

52,120 52,120 1.00

1,118,879 982,846 1.14

9,679 6,334 1.53 ・他局計上分を含む。

1,128,558 989,180 1.14

可能性がある。

国 費
備 考
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２．平成２１年度住宅局関係財政投融資等要求総括表

　 財　政　投　融　資

資　金　内　訳

　　　　区　　　　　　　　分

　　　　　　　　　　　　

21年度要求（　Ａ　） 30,000

　 前　年　度 （　Ｂ　） 30,000
独 立 行 政 法 人 住 宅 金 融 支 援 機 構

　 比  較 （ Ａ － Ｂ ） 0

倍  率 （ Ａ ／ Ｂ ） 1.00

21年度要求（　Ａ　） 540,800

前　年　度 （　Ｂ　） 734,000
独 立 行 政 法 人 都 市 再 生 機 構

比  較 （ Ａ － Ｂ ） △ 193,200

倍  率 （ Ａ ／ Ｂ ） 0.74

21年度要求（　Ａ　） 570,800

　 前　年　度 （　Ｂ　） 764,000

合　　　　　　　　　　計

比  較 （ Ａ － Ｂ ） △ 193,200

倍  率 （ Ａ ／ Ｂ ） 0.75
　

（注） １．独立行政法人住宅金融支援機構の財投機関債は、既往債権の証券化分1,200,000百万円（前年度

　　　 ２．独立行政法人住宅金融支援機構における平成21年度要求の自己資金等は、証券化支援事業における

　　　 ３．独立行政法人都市再生機構は、都市再生業務分である。

　　　 ４．独立行政法人都市再生機構は、このほかに宅地造成等経過業務分として政府保証債140,000百万

（Ｃ）

財政融資資金
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（単位：百万円）　

合　　　計

特別債券 その他 小　　計

3,629,500 117,600 259,112 215,895 △ 1,641,607 2,580,500 2,610,500

3,287,400 66,000 314,973 209,387 △ 1,362,660 2,515,100 2,545,100

342,100 51,600 △ 55,861 6,508 △ 278,947 65,400 65,400

1.10 1.78 0.82 1.03 1.20 1.03 1.03

90,000 55,345 30,000 918,417 1,093,762 1,634,562

110,000 52,345 0 51,600 1,002,170 1,216,115 1,950,115

△ 20,000 3,000 0 △ 21,600 △ 83,753 △ 122,353 △ 315,553

0.82 1.06 - 0.58 0.92 0.90 0.84

3,719,500 172,945 259,112 245,895 △ 723,190 3,674,262 4,245,062

3,397,400 118,345 314,973 260,987 △ 360,490 3,731,215 4,495,215

322,100 54,600 △ 55,861 △ 15,092 △ 362,700 △ 56,953 △ 250,153

1.09 1.46 0.82 0.94 2.01 0.98 0.94

900,000百万円）を含む。

買取実績・市場金利等の動向により変動する可能性がある。

円（前年度400,000百万円）の発行を予定している。

（Ｄ） （Ｃ＋Ｄ）

自 　　　　　己　　 　　　資　　　 　　金　　　 　　等

政府出資金等 民間借入金財投機関債
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Ⅱ．重点的施策のポイント 

 

 

 

 

 

高齢者等ができる限り住み慣れた地域や家庭で自立し、安心して暮らし続け

ることができるよう、住宅政策と福祉政策の連携のとれた住まいづくり・地域

づくりを推進する。 

 

（１）高齢者が安心して暮らせるまちづくりの推進 

① 高齢者の居住の安定確保を図るための支援措置の創設・拡充 

高齢化が進展し、一人暮らし高齢者や要介護高齢者が増加するなか、高

齢者ができる限り住み慣れた地域や家庭で自立し、安心して暮らし続ける

ことができる基盤を整備するため、厚生労働省の福祉政策との連携のもと、

高齢者の居住の安定確保を図るための支援措置を創設・拡充する。 

○ 住宅団地の再生や賃貸住宅の整備に際して高齢者の生活を支援する施

設の整備を緊急的に促進するための事業を創設するとともに、高齢者向

け住宅の整備を推進するための街なか居住再生ファンドを拡充 

○ 高齢者の居住の安定確保のためのモデル的な取組みに対する支援事業

を創設 

○ 高齢者が安全に移動するための一定のバリアフリー性能を備えた賃貸

住宅の整備に要する費用等について、新たに高齢者向け優良賃貸住宅と

して地域住宅交付金の基幹事業の助成対象へ追加 

○ 「安心住空間創出プロジェクト」において、地域に必要とされる社会

福祉施設等の整備を促進するため、既設公営住宅の除却費及び入居者の

移転費を地域住宅交付金の基幹事業の助成対象へ追加 

○ 地方公共団体による高齢者の居住の安定確保を図るための計画策定費

を地域住宅交付金の基幹事業の助成対象へ追加するとともに、高齢者の

居住の安定確保に資する事業に対する地域住宅交付金の提案事業枠を拡

充 

 

１．高齢者等が安心して暮らせる住宅セーフティネットの充実 

国 費  ３，３７８ 億円
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（参考） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○ 2015 年には第１次ベビーブーム世代が高齢者（65 歳以上）に到達し、2025 年には高齢者人口がピ

ーク（約 3,500 万人）に。 
○ 2015 年には高齢者世帯が約 1,700 万世帯となり、そのうち一人暮らし世帯は約 570 万世帯（約 33％）
に。 

 
○ 要介護認定者は全体的に増加し、特に要支援・要 

介護１の認定を受けた者が大幅に増加。 
○ 介護保険の総費用は、年々増加する傾向。 

高齢者世帯（特に一人暮らし）の増加

 
○ 高齢者が居住する住宅においてバリアフリー化（手すりの設置、段差の解消、広い廊下幅の確保）

がなされた住宅の割合は６．７％。特に、借家における対応が２．６％と立ち遅れ。 
○ 高齢者の約９割は在宅。 

高齢者の安心に配慮した住宅ストックの不足

要介護認定者の増加 

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

総費用

(兆円)
3.6 4.6 5.2 5.7 6.2 6.4 6.9 6.9

【高齢者に対する生活支援

サービス等の提供確保】

高齢者の生活を支援する施設の
整備を緊急に促進（創設）

【高齢者の居住の安定確保

のためのモデル的な取組み支援】

民間やＮＰＯ法人等によるモデル的な取組みを
実施（創設）

高齢者向け
賃貸住宅

生活支援施設等

【高齢者向け賃貸住宅の供給促進】

高齢者が安全に移動するための一定の
バリアフリー性能を備えた賃貸住宅の
整備を促進（地域住宅交付金の拡充）

【安心住空間創出プロジェクトの推進】

入居者の移転・既設公営住宅の除却を行い、
福祉施設を立地（地域住宅交付金の拡充）

入居者がだんらん
する共用スペース

入居者の生活を支援する
サービスを提供するための施設

高齢者のリハビリ
のための共同施設

高齢者の生活を支援する施設の例

例：中山間地域等における民家再生による
ケア付き住宅の整備

【高齢者の居住の安定確保を図るための計画的な取組み】
・地方公共団体による高齢者の居住の安定確保を図るための計画の作成（地域住宅交付金の拡充）
・高齢者の居住の安定確保に資する事業に対する提案事業枠の拡充（地域住宅交付金の拡充）
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② リバースモーゲージ（死亡時一括償還型融資）の推進 

高齢者が自らの保有する住宅資産を金融資産に転換して、老後の生活環

境の改善に活用できるよう、民間金融機関における住宅改良等資金に係る

リバースモーゲージに対して住宅金融支援機構による住宅融資保険制度の

適用を拡充する。 

（２）ＵＲ（都市再生機構）賃貸住宅ストックの再生・再編の促進 

ＵＲ賃貸住宅ストック（約７７万戸）の円滑な再生・再編を促進するため、

ＵＲに対する出資金制度を拡充し、再生・再編に伴う既存住棟へのエレベー

ターの新設による当該住棟の低所得の既存入居者に係る家賃上昇の抑制にも

活用可能とするとともに、昭和３０年代に建設された団地の再生に係る用地

費を出資金の投入対象とする。 

（３）公的賃貸住宅ストックの有効活用と民間資金・ノウハウの活用 

① 公営住宅等の長寿命化の推進 

公営住宅等のストックを円滑かつ効率的に更新（建替え・改修）するた

め、長寿命化のための計画策定費や改善費等を地域住宅交付金の基幹事業

である公営住宅ストック総合改善事業の助成対象へ追加する等の拡充を行

う。 

 

 

コストの縮減に配慮しつつ、点検、予防保全的な修繕、耐久性の向上等を図る改善事業等を計画的に実施するための
公営住宅等長寿命化計画の策定を推進。

【公営住宅ストックの現状】

○築後30年以上のストックが５割超

建設年度別のストックの推移

公営住宅等長寿命化計画の策定支援

より効率的な
更新が不可避

【公営住宅ストックの更新の現状】

○中長期的な建替・改善コストの縮減を図りつつ、
建替・改善の着実な実施が必要

・ 公営住宅等長寿命化計画の早期策定及び計画に基づく事業の促進を図るため、同計画に基づく事業に関し提案
事業枠を拡充。
（提案事業枠の拡充は平成25年度までの時限措置とし、平成26年度以降は、公営住宅等長寿命化計画に基づく
改善事業、建替事業以外は助成対象としない）

・ 長寿命化型改善事業に係る設計費、改善費に対し地域住宅交付金により助成。

公営住宅等の長寿命化の着実な推進

（戸）

長寿命化の促進

改善 改善

劣化
補修

補修 補修

計画的な維持保全、改善のイメージ

・ スラブに蓄熱せず、最上階住戸の
温度変化や結露も減少し耐久性に

優れる
・ 断熱ブロックは簡単に取り外しでき、
漏水箇所が発見しやすく修繕も容易

改善（耐久性向上等の措置）の例
～防水層断熱ブロック押え工法【屋根防水工事】

コンクリートブロック

断熱材

アスファルト防水

H15 H16 H17 H18 H19 平　均

新規建設
（建替除く）

3,396 3,510 2,512 1,458 2,013 2,578

建　　替 17,659 17,768 16,710 16,633 15,964 16,947

改　　善 21,669 22,426 31,042 34,870 37,431 29,488

屋根スラブ

0

20

40

60

80

100

120

20 25 30 35 40 45 50 55 60 2 7 12 17
（年度）

(千戸）
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② 民間資金・ノウハウやストックを活用した公営住宅の供給促進 

民間資金・ノウハウやストックを活かした公営住宅の供給を促進するた

め、民間事業者が建設した住宅を一定期間経過後に有償又は無償譲渡する

ことを約した上で、それまでの間、借上げ公営住宅として借り上げる場合

の建設時点における整備費について助成対象を拡充（共同施設整備費等の

２／３→整備費全体）する。また、借上げ公営住宅の供給を促進するため、

既存民間住宅の一部を借り上げて公営住宅とする場合に、他の住宅との衡

平確保等の観点から、近傍同種家賃の額の算定方法を見直す。 
 

事業準備期間 借上期間（例：20年） 所有・管理

地方公共団体
による借上げ

事業者による
賃貸住宅建設

地方公共団体へ
所有権移転

契約
締結

将来の譲渡

国から整備費の45％を助成
・実施方針策定
・特定事業評価・選定
・民間事業者募集
・評価・選定

ＰＦＩ事業

○ 民間資金・ノウハウを活用したＰＦＩ型建替事業の促進

○ 借上げ公営住宅の供給の促進

○ 借上げ対象住宅：

新築を１棟まるごと借り上げる

○ 借上げ期間：

借り上げる期間をあらかじめ設定
（例：新築後２０年）

○ 管理主体：

地方公共団体が直接管理する

【課題】

・中心市街地等における供給が少なく地域的に
偏在

・人口・世帯数の変動への柔軟な対応が困難

○ 借上げ対象住宅：

既存の住宅の空家が発生するのに応じ、
１戸単位で借り上げる

○ 借上げ期間：

例えば、５年間の定期借家とし、
順次更新（入居者の退去に伴い終了）

○ 管理主体：

指定管理者制度等を用いて、できる限り
民間事業者等に募集、維持管理、修繕、
退去検査等を委託

○ 近傍同種家賃の算定方法：

市場家賃を勘案した必要な補正ができる
仕組みを導入

これまでの一般的な活用方法これまでの一般的な活用方法 借上げ公営住宅の供給促進借上げ公営住宅の供給促進

 

（４）障害者等の居住の安定確保 

障害者の民間賃貸住宅への円滑な入居を図るため、民間賃貸住宅に入居す

る高齢者等の家賃の債務保証を行う高齢者居住安定基金について、比較的障

害の程度が低い障害者も保証対象とする等の拡充を行う。 

また、公営住宅をグループホームとして利用するための改良工事費を地域

住宅交付金の基幹事業の助成対象へ追加する拡充を行う。 
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（２）低炭素社会に向けた住宅・建築物の普及等 

 

 

 

 

住宅・建築物における省資源・省ＣＯ２対策を推進するため、省資源に資す

る「２００年住宅」への支援を行う。また、優れた省ＣＯ２技術が導入された

住宅・建築物プロジェクトを支援するとともに、次世代の低炭素型住宅・建築

物の技術基準の開発等を推進する。 

 

（１）住宅・建築物の省資源・省ＣＯ２対策の推進 

① 超長期住宅先導的モデル事業の推進 

「いいものをつくって、きちんと手入れして、長く大切に使う」という

ストック社会における住宅のあり方について、モデルの形でわかりやすく

提示するため、広く民間等から提案を募り、モデルプロジェクトに対し支

援を行うこと等により、住宅の長寿命化を強力に推進する。 

整備した超長期住宅及び提案の効果を広く一般に公開

事業者、住まい手等への普及・啓発

○基本性能
・耐久性・耐震性の確保
・可変性の確保
・維持管理の容易性の確保
・住環境への配慮

等

新築

・スケルトン（躯体）とインフィル
（内装・設備）の分離
・耐久性の高い新素材の活用

等

○先導的な提案例

改修

維持管理・流通等システム整備 等

・改修後の履歴の作成保管、

保証の実施

・合理的で効果的な新たな改

修手法 等

○先導的な提案例

・既存住宅の性能、品質、取引価

格に関する情報提供の充実

・買取、借上等に係る金融システ

ムの整備 等

○先導的な提案例

民間等より広く提案を公募 （学識経験者による評価の実施）

モデルプロジェクトの実施

維持管理の容易性の確保

構造躯体の耐久性の確保

耐震性の確保

<新築（戸建住宅）のイメージ>

省エネ性の確保

 

 

２．低炭素社会に向けた住宅・建築物の省資源・省ＣＯ２対策 

の推進 

国 費  １，０４３ 億円
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② 住宅・建築物「省ＣＯ２推進モデル事業」の推進 

省ＣＯ２の実現性に優れたリーディングプロジェクトとなる住宅・建築

物プロジェクトを広く民間等から提案を募り、支援を行うことにより、住

宅・建築物における省ＣＯ２対策を強力に推進する。 

新築 改修 マネジメントシステム整備 等

○新エネルギーの有効利用
・太陽光、風力、地熱等の有効利用

○パッシブシステムの導入
・光ダクトシステムの導入（自然光を室内に導入）
・新しい建築外皮の導入（日射熱取得量を制御）

等

○高効率な熱源システムの導入
・複数建築物間の熱融通
・燃料電池システムの導入、高効率ヒートポンプ
の導入 等

○エネルギーの使用を効率化するシステム
の導入
・消費エネルギー量等の”見える化” 等

事業の成果等を広く公表 → 取組みの広がりや意識啓発に寄与

<プロジェクトのイメージ> <想定される提案例>

民間等より広く提案を公募 （学識経験者による評価の実施）

モデルプロジェクトの実施

 

 

③ ＥＳＣＯ事業※の仕組みを活用した建築物の省ＣＯ２対策の推進 

ＥＳＣＯ事業の活用により、中小規模の既存建築物等の省エネ改修、省

ＣＯ２を推進するため、事業資金の調達等を支援し、円滑な事業実施を促

進する仕組みを構築する。 
※省エネに関する包括的なサービスを提供（設備交換等）し、省エネ効果を保証すること等によ

り、顧客の省エネ効果（光熱費の削減）の一部を報酬として受け取る事業手法。（ＥＳＣＯ：
Energy Service Company の略） 

④ 消費者に対する住宅・建築物の省エネ情報に係る表示方法等の開発 

省エネ法の改正を契機として、住宅・建築物の省エネ性能を消費者が容

易に比較できるような情報提供を可能とするため、エネルギー消費量、Ｃ

Ｏ２排出量、コスト等を算定する際の住宅・建築物のモデル等の設定、エ

ネルギー消費量等についての統一的な算定方法、評価方法及び表示方法の

開発等を行う。 
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⑤ 次世代の低炭素型の住宅・建築物の評価方法等の開発 

中長期的なＣＯ２排出削減目標を見据え、エネルギー自給型の「ゼロ・

エネルギー住宅」、「創エネルギー住宅」等の普及を視野に、外壁等の断熱

性及び設備機器の効率性の評価に加え、太陽光等の再生可能エネルギーの

導入も一体的に評価するための評価方法や技術基準の開発を行う。 

 

y 
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x 座標
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自然照明
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太陽熱温水器

高断熱躯体

浴槽等断熱
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【より環境負荷の少ない住宅のイメージ】
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浴槽等断熱
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【より環境負荷の少ない住宅のイメージ】
 

 

⑥ 民間事業者等の知見を活用した環境関連の基準整備の推進 

住宅・建築物に関する省エネ基準等の整備を効率的に行い、省エネ等環

境関連技術の開発・普及を促進するため、省エネ基準等の整備に必要なデ

ータや技術的知見の収集等を行う者に対して支援し、民間事業者等の知見

の活用による環境関連の基準整備を推進する。 

 

⑦ 優良住宅の取得に対する支援の拡充 

金利の引下げを通じて、省エネルギー性、耐震性、バリアフリー性及び

耐久性・可変性が優れた住宅への誘導を図る住宅金融支援機構の優良住宅

取得支援制度について、長期優良住宅の基準に適合する住宅を対象とする

等の拡充を行う。 
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（２）地域建材の活用等による木造住宅市場の活性化 

地域の木造住宅関連産業の競争力の強化、木造住宅市場の活性化をより効

果的に展開するため、地域木造住宅市場活性化推進事業において、木造住宅

関連事業者による、地方圏と大都市圏など広域的に地域を跨いだ連携による

取組みを強力に支援する。 

【現行】
地域内で完結する取組みが補助対象

【改正案】
地方圏と大都市圏など広域的に

地域を跨いだ連携による取組みを
補助対象に追加

支援対象の拡充
木材産地

畳い草、稲藁

木材

大都市圏の木造住宅生産

広域的な取組み地域内の取組み

建材産地木材産業

林業

左官業

大工

瓦工事業

工務店

木造住宅

家具職人

畳事業者

設計者
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（３）住宅ストックの有効活用等による住生活の向上 

 

 

 

ストック型社会への転換を図るため、マンションの適切な管理と老朽化マン

ションの再生等を進めるとともに、戸建住宅を含めた住宅ストックの流通等の

促進を図る。 

 

（１）マンションの適切な管理・再生の推進 

① マンション等安心居住推進事業の創設 

良質な分譲マンションのストックの形成を促進するため、マンションの

維持管理、修繕、建替え等について、マンション再生計画や長寿命化計画

の策定等、ソフト面やハード面のあり方を見直す管理組合等を対象にモデ

ル的に支援するとともに、地域レベルの相談体制の整備等を推進する制度

を創設する。 

② マンション再生推進のための支援制度の拡充 

マンション再生を図るため、優良建築物等整備事業等において、マンシ

ョンのバリアフリー化・耐震化等を支援するとともに、マンション再生に

係る債務保証制度について地域要件の撤廃等の拡充を行う。 

③ マンション再生指針の作成等 

階段室型マンションのバリアフリー化、増築、住戸交換の実施等、建替

えに準じた再生手法を定めたマンション再生指針を作成するとともに、マ

ンション管理組合の会計処理の透明性を確保するための標準的な会計基準

等を整備する。 

＜マンション再生のための支援制度の拡充>

既存マンションにおける課題
・階段室型住宅棟
・耐震性の不足 等

以下の対策を実施
・バリアフリー化（ＥＶ設置、段差の解消等）
・省エネ化
・耐震改修
・周辺道路等のバリアフリー化

＜マンション等安心居住推進事業の創設＞

解決方策の検討を行う管理組合等をモデル的に支援
(マンション再生計画、長寿命化計画の策定等)

修繕計画が不
十分なので見
直したい

地域レベルの相談体制の整備
人材育成研修等の普及・啓発事業の実施

［イメージ図］

管理に問題の
あるマンション 老朽マンション

団地型ﾏﾝｼｮﾝ超高層マンション

今後の管理
方法を見直
したい

マンションの
長寿命化を図
りたい

改修や建替えを
したいが事業者
が見つからない

得られたノウハウを全国的に活用

ソフト面やハード面でネックとなっている
課題の解決が必要

＜マンション等安心居住推進事業の創設等＞

解決方策の検討を行う管理組合等をモデル的に支援
(マンション再生計画、長寿命化計画の策定等)

修繕計画が不
十分なので見
直したい

地域レベルの相談体制の整備
人材育成研修等の実施

［イメージ図］

管理に問題の
あるマンション 老朽マンション

団地型ﾏﾝｼｮﾝ超高層マンション

今後の管理
方法を見直
したい

マンションの
長寿命化を図
りたい

改修や建替えを
したいが事業者
が見つからない

得られたノウハウを全国的に活用

ソフト面やハード面でネックとなっている課題の解決が必要

建替えに準じたマンション再生の指針作成等

全国で約80件実施

現在の居住ニーズにあったマンションに再生

 

３．住宅ストックの再生と流動化の推進 

国 費  １，０２２ 億円
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（２）既存住宅取得支援制度の創設 

既存住宅取引を活性化し、子育て世帯等の住替えによるライフステージに

適った居住水準の向上等を図るため、住宅金融支援機構による証券化支援業

務において既存住宅取得支援制度（金利の引下げ）を創設する。 

（３）地域における住宅リフォーム推進体制の整備 

工務店、リフォーム専門工事業者、ホームセンター等の様々な業態で行わ

れている住宅のリフォームについて、消費者が安心してリフォーム事業者を

選択し、適切な工事を実施できるよう、リフォームに係る技術的知見の提供

や適正性の判断基準の検討、地域における専門家派遣の活動に対する支援等

の環境整備について助成を行う。 

 

（４）タイムシェア型住宅供給の促進 

二地域居住の促進による豊かな住生活の実現を図るとともに、地域活性化、

観光振興、住宅投資の拡大を図る観点から、特定の住宅について、１年のう

ち特定の期間を使用する権利を消費者が取得するタイムシェア型の住宅供給

を促進するため、モデル的な事業スキームの策定に対する支援を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域における 
リフォーム推進活動主体 

登録

消     費     者

リフォーム事業者 

専門家 
(ｱﾄﾞﾊﾞｲ 
ｻﾞｰ)派遣 

事業者 
情報提供

相談窓口
・ 

情報提供 

リフォーム推進事業者 
 

啓発

 
リフォーム

アドバイザー 
技術的知見
の提供等 

講習会実施、
技術的知見 
の提供等 

○リフォームに係る技術的知見等 
の提供 

・技術的知見の蓄積・提供 
・劣化状況等の診断やリフォーム工

事の適正性の判断基準の検討 

○地域における専門家派遣の活動 

等に対する支援 

・リフォーム専門家派遣の活動に対

する専門家向け講習会等の実施 

・事業者登録制度運営の活動に対す

る事業者向け講習会等の実施 
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住宅・建築物の安全性の確保のため、アスベスト対策及び耐震対策を一体的

に進めるとともに、密集市街地の整備を促進する。また、住宅瑕疵担保履行法、

改正建築士法の執行体制の整備を図る。 

 

（１）住宅・建築物安全ストック形成事業の創設  

既存の住宅・建築物ストックの最低限の安全性確保を総合的かつ効率的に

促進するため、それぞれ個別に実施してきたアスベスト改修事業及び耐震改

修事業を廃止し、一体的な制度として住宅・建築物安全ストック形成事業を

創設し、安全性に問題のある住宅・建築物の調査・設計・改修等への支援を

行う。 

 

現行制度

住宅・建築物安全ストック形成事業の創設
＜補助対象＞

○計画的実施の誘導（相談体制の整備、技術者の育成等）

○調査、改修設計の策定
○改修費用 等

住宅・建築物安全ストック形成事業の創設
＜補助対象＞

○計画的実施の誘導（相談体制の整備、技術者の育成等）

○調査、改修設計の策定
○改修費用 等

両事業の廃止（棚卸し）両事業の廃止（棚卸し）

耐震改修 アスベスト対策

対象費用の拡大（建築物除却時における
アスベスト除去費用を対象化）、補助率の
拡充等

住宅・建築物耐震改修等事業

耐震化の計画策定に係る費用、耐震診断に係る
費用、耐震改修に係る費用等に対して補助

住宅・建築物耐震改修等事業

耐震化の計画策定に係る費用、耐震診断に係る
費用、耐震改修に係る費用等に対して補助

優良建築物等整備事業
（アスベスト改修型）

アスベストの含有有無の調査費用、吹付けアス
ベスト等の除去費用等に対して補助

優良建築物等整備事業
（アスベスト改修型）

アスベストの含有有無の調査費用、吹付けアス
ベスト等の除去費用等に対して補助

○耐震改修、アスベスト対策については、それぞれの事業で対応。
○耐震改修、アスベスト対策の対象となる建築物は重複が多い。
○一体的な調査・改修工事や総合的な普及啓発活動等効率的な耐震改修とアスベスト対策の実施を阻害。

 

 

４．住宅・建築物の安全・安心の確保 

国 費  ６２２ 億円
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（２）密集市街地整備の促進 

平成２３年度末までに全国約 8,000ha の重点密集市街地における最低限の

安全性を確保するという目標達成のため、以下の措置を講じる。 

① 密集市街地における高齢者等に対する支援措置の強化 

高齢化が進んでいる密集市街地の整備を促進するため、バリアフリー施

設（斜面地における移動施設等）を補助対象に追加する等の支援措置の強

化を図る。 

② 共同建替えの促進 

防災街区整備事業による公共施設整備等を促進するため、補助率を引き

上げるとともに、密集市街地における宅地面積の実態にかんがみ、共同建

替えの敷地面積要件を緩和する。 
 

住生活基本計画における目標 ： 地震時等において大規模な火災の可能性があり重点的に改善すべき
密集市街地のうち最低限の安全性が確保される市街地の割合をＨ２３までに概ね１００％とする。

密集市街地においては、
○高齢化が進んでおり、合意形成が困難であること
○法律上の接道義務を満たさない住宅が多いこと等により個別敷地における建替えが進まないこと

等により、老朽木造住宅の除却及び建替えが進んでいない。

○高齢者等に対する支援措置の強化として、高齢者
等生活支援施設を補助対象に追加すること等を行
う。

○共同建替えの促進のため、強制力を持った共

同建替えの手法である防災街区整備事業につ
いて助成の拡充等を図る。

現状（H17） 目標（Ｈ23）
約3割 概ね100%

高齢者等生活支援施設

の整備

円滑な建替え等が促進され、密集市街地の整備が促進される。

耐火建築物等への建替え

の促進

道路の拡幅整備

 

20



（３）安全な市街地形成のための狭あい道路の解消の促進 

狭あい道路の解消による安全な住宅市街地の形成や、建築確認・不動産

取引時のトラブル防止による建築活動の円滑化を図るため、地方公共団体

が実施する狭あい道路の調査・測量、過去に指定した道路のデータベース

の構築・運営、安全性を確保する必要性の高い箇所におけるセットバック

後の舗装費用等に対する補助制度を創設する。 

建築物の敷地は、幅員
４ｍ以上の道路に２ｍ
以上接すること。
幅員４ｍ未満の道路にの
み接する場合は、道路中
心線から２ｍ以上セット
バックすること。

個々の建築行為に対する規制・誘導により、市街地の
安全上必要な道路幅員を段階的に確保

平成 5年 ： ３７．６％
平成10年 ： ３９．５％
平成15年 ： ３９．０％

要求の概要

土地所有者等が行う建替え・セット
バックを円滑化するため、地方公共
団体が行う狭あい道路の情報整備を
支援。
狭あい道路整備の円滑化のため、地
方公共団体が行う整備計画の策定、
ＰＲ費用等を支援。
避難路等の安全性を確保する必要性
の高い箇所では、セットバック後の
舗装費用等に対して支援。

接道不良のため建替えが困難、地震時の倒壊により避難や消防
活動に支障を生ずる等、安全面で大きな課題。
敷地と道路の境界が不明確なこと等により、建築確認時にトラ
ブルが多発、着工遅延等により円滑な建築活動を阻害。

■狭あい道路をめぐる課題

既成市街地における円滑な建替えを
促進し、狭あい道路の解消に寄与。

耐震性の高い安全な住宅ストックの
形成を促進。
円滑な建築活動に必要な条件整備に
より、住宅投資の促進にも寄与。

■法律上の接道義務を満たさない住宅は既成市街地に広く存在

（出典 住宅・土地統計調査）

現状と課題

建築基準法における原則

取組みの必要性

近年
変化なし

事業の効果

セットバック後
（４ｍ）

未セットバック
２
ｍ
以
上

 

21



（４）住宅瑕疵担保履行法、改正建築士法の執行体制の整備 

① 住宅瑕疵担保履行法の執行体制の充実 

住宅の売主等に対する瑕疵担保責任の履行のための資力確保の義務づけ

（平成２１年１０月１日施行）に向け、住宅瑕疵担保責任保険法人におけ

る現場検査員の確保・育成に対する助成を拡充するとともに、損害額が大

きい基礎部分の事故や発生件数が多い防水部分の事故の発生原因の体系的

な調査・整理、保険金支払ルールの整備等を通じた紛争処理支援体制の充

実に対する助成を行う。 

② 改正建築士法に基づく新制度の執行体制の整備 

高度な専門能力のある建築士による構造設計／設備設計を導入した新制

度（平成２１年５月２７日施行）の円滑な施行を図るため、構造／設備設

計者の技術能力の向上のための講習の実施や、構造／設備設計一級建築士

制度に係る相談体制の整備などに係る取組みに対する支援を行う。 

 

改
正
建
築
士
法

住
宅
瑕
疵
担
保
履
行
法

建築士等の業務の適正化
及び罰則の強化

建築士、建築士事務所及び
指定確認検査機関の情報開示

6/20
施行

6/20
施行

建築士の資質・能力の向上
11/28
施行

設計・工事監理業務の適正化
消費者への情報開示

11/28
施行

高度な専門能力のある建築士による
構造設計・設備設計適正化

5/27
施行

保険法人の指定
特別紛争処理体制の整備

４/１
施行

資力確保の義務化
10/１
施行

20092008200720062005

・保険法人における現場検査員の確
保・育成

・基礎部分等における事故の発生原
因の体系的調査・整理

・紛争処理支援体制の充実 等

・構造/設備設計一級建築士制度に係
る相談体制の整備 等

▲
11
月

構
造
計
算
書
偽
装
問
題
発
覚

主な改正・制定内容の施行スケジュール主な改正・制定内容の施行スケジュール

 

（５）建築材料等の品質確保のための体制整備 

昨年１０月に発覚した防耐火関連の大臣認定に係る偽装問題やその後の調

査結果等を踏まえ、建築基準法に基づく大臣認定を取得した建築材料等の品

質の確保、大臣認定の不正取得の再発防止を図るため、市場に流通している

建築材料等に係る抽出検査の継続的な実施に対する助成を行う。 
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人口減少社会における活力ある地域づくりを支える観点から、街なか居住の

推進、地域住民等による公共的空間のマネジメント活動への支援、身の丈再開

発の推進等を図る。 

 

（１）暮らし・にぎわい再生事業の拡充 

中心市街地の活性化を図るため、空き店舗や空き地を活用した公益的施設

（多目的ホール等）の整備促進のための敷地面積要件の緩和、まちづくり会

社等民間主体が行う空きビル改修等の事業に対する支援の強化等の拡充を行

う。 

（２）街なか居住推進に資する住宅整備事業等の立上げ支援 

街なか居住の推進に資する優良な住宅整備事業等の円滑な資金調達を支援

するため、全国の地域金融機関が提供する住宅整備事業等に対するノンリコ

ースローン債権をＳＰＣが買い取り、証券化するスキームを構築し、国が造

成するファンドから当該ＳＰＣに対して出資するとともに、規模が小さい地

方の物件に係る証券化組成コストに対して補助を行う。 

（３）地域住民等による公共的空間のマネジメント活動の支援 

愛着と誇りをもてる居住環境の形成を図るため、住民等による地域のマネ

ジメント活動が行われている地域において、街並みにあった建築デザインの

誘導、建築協定等に合わせた環境の整備、空き地・空き家の活用等の取組み

に対する支援を強化する。 

（４）身の丈再開発の推進 

市街地再開発事業について、身の丈にあった合理的な計画となるよう共同

施設整備費補助の算定方式を見直すとともに、市街地環境に配慮した再開発

にインセンティブを与える補助額の算定方式を導入する。 

（５）市街地総合再生事業の拡充 

権利者間の調整の必要性等から長期化している市街地再開発事業について、

的確なコーディネートを実施するため、市街地再開発事業等における権利者

間のコーディネート業務に対して補助を行う市街地総合再生事業の補助対象

期間を拡充する。 

 

５．街なか居住の推進等 

国 費  ２８３ 億円
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地域住民による公共的空間のマネジメント活動
の支援

身の丈再開発の推進

・身の丈にあった合理的な計画と
なるよう、共同施設整備費補助
の算定方式の見直し

・市街地環境に配慮した再開発に
インセンティブを与える補助額
の算定方式の導入

身の丈再開発の推進

・身の丈にあった合理的な計画と
なるよう、共同施設整備費補助
の算定方式の見直し

・市街地環境に配慮した再開発に
インセンティブを与える補助額
の算定方式の導入

暮らし・にぎわい再生事業の拡充

・都市機能まちなか立地支援、空きビル
再生支援の補助対象の敷地面積要件の
緩和（1,000㎡→500㎡）

・空きビル再生事業に関し民間主体に対
する国の直接補助の実施
等

街なか居住推進に資する住宅整備事業等の立上
げ支援

・住宅整備事業等に対するノンリコース
ローン債権を買い取り、証券化するＳ
ＰＣに対する出資

・地方物件に係る証券化組成コストに
対する補助の実施

・地域の街なみに大きな影響を及ぼす

建築プロジェクトへの評価・助言を

行う地域団体（ＮＰＯ等）に対する

助成の実施

・建築協定等に合わせた環境の整備、

公共空間の維持・管理、空き地・空

き家の活用等地域住民が主体となっ

た先導的な取組みに対する助成の実施

リバースモーゲージ（死亡
時一括償還型融資）の推進

・住宅改良等に係るリバース
モーゲージに対し住宅金融支
援機構による住宅融資保険制
度の適用を拡充し、高齢者が
保有する街なかの住宅資産を
活用

市街地総合再生事業の拡充

・権利者間のコーディネート業
務等について、補助対象期間
を拡充（5年→10年）
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Ⅲ．個別課題への対応 
 

１．住宅の質の確保等に向けた住宅金融の充実 

住宅金融支援機構において、民間金融機関による相対的に低利な長期固定

住宅ローンの供給を支援・補完する証券化支援業務等を着実に推進する。 

また、住宅の質の確保・誘導を図るとともに、既存住宅資産の活用を促進

する。 

 

（１）証券化支援業務の着実な推進 

○ 優良住宅の取得に対する支援の拡充（再掲） 

     金利の引下げを通じて、省エネルギー性、耐震性、バリアフリー性及

び耐久性・可変性が優れた住宅への誘導を図る住宅金融支援機構の優良

住宅取得支援制度について、長期優良住宅の基準に適合する住宅を対象

とする等の拡充を行う。 
 

○ 証券化支援事業（買取型）の超過担保に係る出資 

     証券化支援事業（買取型）において、民間金融機関から買い取る住宅

ローン債権のうち、超過担保部分に相当する債権について、住宅金融支

援機構債券（一般担保による満期一括償還債）等の調達資金の償還と住

宅ローンの返済のミスマッチに起因する異常リスクへの対応を支援する。 

 

（２）既存住宅資産の活用の促進 

【証券化支援業務での対応】 

○ 既存住宅取得支援制度の創設（再掲） 

既存住宅取引を活性化し、子育て世帯等の住替えによるライフステージ

に適った居住水準の向上等を図るため、住宅金融支援機構による証券化支

援業務において既存住宅取得支援制度（金利の引下げ）を創設する。 

  

【住宅資金融通業務での対応】 
 
○ リバースモーゲージ（死亡時一括償還型融資）の推進（再掲） 

高齢者が自らの保有する住宅資産を金融資産に転換して、老後の生活環

境の改善に活用できるよう、民間金融機関における住宅改良等資金に係る

リバースモーゲージに対して住宅金融支援機構による住宅融資保険制度

の適用を拡充する。 

25



 

（３） その他 
 

○ 住宅ローン返済困難者対策の延長 

住宅ローン返済困難者対策の適用期限を平成２２年３月３１日まで延

長する。 

 

○ 財政融資資金の繰上償還の実施 

住宅金融支援機構の中期目標・中期計画に従い業務運営の効率化等を進

めるとともに、引き続き既往債権の証券化による資金を活用して財政融資

資金の繰上償還（補償金免除）を行う。 

 

○ 住宅金融市場の実態に関する調査 

市場重視型の住宅金融システムにおいて、国民の計画的な住宅取得の実

現の検討に必要となる住宅金融市場の実態に関する調査を行う。 

 

○ 住宅金融市場環境整備事業 

  住宅ローンの商品性の多様化等、住宅金融市場の急激かつ継続的な変化

に対応するため、消費者に的確に情報提供可能な市場環境の整備等を推進

する。 
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２．木造住宅の振興 

木材利用の推進による環境と人にやさしい社会を構築するとともに、木造

住宅の市場競争力の強化と中小住宅生産者の近代化、木造住宅の長寿命化を

図るため、木材生産者等と連携した木造住宅生産体制の整備、木造住宅の信

頼性等の向上、大工技能者の育成等の取組みを推進する。 

 

○ 地域建材の活用等による木造住宅市場の活性化（再掲） 

地域の木造住宅関連産業の競争力の強化、木造住宅市場の活性化をより効

果的に展開するため、地域木造住宅市場活性化推進事業において、木造住宅

関連事業者による、地方圏と大都市圏など広域的に地域を跨いだ連携による

取組みを強力に支援する。 

 

○ 木造住宅の安全性・信頼性向上のための供給体制整備 

木造住宅にとって喫緊の課題である既存住宅の耐震改修の促進や建築確

認・検査制度の見直しへの対応について、主要な担い手である中小住宅生産

者等の技術力等の向上を図り、木造住宅の安全性・信頼性の向上を図る。 
 

○ 伝統構法を活かした木造住宅の生産体制の強化 

自然素材を有効に利用して長寿命化等を可能とする伝統構法を活かした

木造住宅の供給を促進するため、後継技能者の育成等木造住宅生産体制の整

備を推進する。 

 
○ 木造住宅のプレカット生産方法に関する調査の実施 

大部分の木造住宅の生産過程に導入されている木材のプレカット加工に

ついて、木造住宅の信頼性を向上させる観点から、配慮すべき一定の安全性

等を確保した上での効率的な部材生産・供給方法等に関する調査検討を行う。 

木材生産者と連携した
生産体制の整備

中小住宅生産者の
技術力の向上

木造住宅の長寿命化 大工技能者の育成

木造住宅に係る技術開発

◇木造住宅振興の取組み
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Ⅳ．政策の棚卸し・ムダの排除 

政府全体での「ムダ・ゼロ」及び政策の棚卸しの徹底方針を踏まえ、住宅局

所管事業においても、既存の事業の見直し、廃止、統合等を行うことにより、

事業の効率性の向上と支出の適正化に努めるとともに、新たな重点課題に積極

的に取り組むこととする。主な取組事例は以下のとおり。  

○「住宅・建築物耐震改修等事業」及び「優良建築物等整備事業（アスベスト

改修型）」の廃止                  １７，８７３百万円 

住宅・建築物耐震改修等事業（平成１７年度創設）と優良建築物等整備事

業（アスベスト改修型）（平成１７年度創設）については、それぞれ個別の制

度による補助を実施してきたところであるが、改修の促進に向けたＰＲ、危

険性の調査、改修の実施については、あわせて実施することが事業の効率性

を高めることから、平成２０年度限りで個別の事業制度を廃止し、統合する。 

○「環境共生住宅市街地モデル事業」の廃止         １４４百万円 

環境共生住宅市街地モデル事業については、平成５年度の制度創設以来、

地方公共団体等が行うエネルギー消費の削減、資源の有効利用に配慮した住

宅の普及等に対し、公共住宅を中心に支援してきたところであるが、平成２

０年度において住宅・建築物「省ＣＯ２推進モデル事業」を創設し、よりＣ

Ｏ２削減効果が高く、モデル性の高い民間プロジェクト等を中心に支援を重

点化することとしたため、平成２０年度限りで廃止する。 
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○事業別概算要求額
（単位：百万円）

事業費 国費 事業費 国費 事業費 国費

3,715,844 747,729 3,441,065 654,770 1.08 1.14

地域住宅交付金等 549,622 254,855 418,167 194,255 1.31 1.31

地域住宅交付金 548,567 254,000 416,481 193,000 1.32 1.32

公営住宅建設費等 800 600 1,431 1,000 0.56 0.60

住宅建設事業調査費 255 255 255 255 1.00 1.00

公的賃貸住宅家賃対策等 72,972 46,574 72,972 46,574 1.00 1.00

公的賃貸住宅家賃対策 31,648 15,824 31,648 15,824 1.00 1.00

1,324 750 1,324 750 1.00 1.00

40,000 30,000 40,000 30,000 1.00 1.00

353,104 144,690 222,544 88,920 1.59 1.63

112,432 38,706 75,567 26,065 1.49 1.48

うち　密集市街地整備 42,383 21,520 26,578 14,000 1.59 1.54

住宅市街地基盤整備 27,654 12,413 22,765 10,102 1.21 1.23

住宅敷地整備等 41,169 7,458 25,981 4,056 1.58 1.84

市街地住宅等関連事業 13,526 7,413 7,098 4,497 1.91 1.65

住宅宅地基盤特定治水施設等整備 17,947 9,200 18,137 9,200 0.99 1.00

住宅市街地環境整備 46,500 30,000 27,350 18,000 1.70 1.67

超長期住宅先導的モデル事業 27,500 20,000 17,750 13,000 1.55 1.54

住宅・建築物「省ＣＯ２推進モデル事業」 19,000 10,000 9,600 5,000 1.98 2.00

住宅・建築物安全ストック形成 82,276 31,500 0 0 皆増 皆増

11,600 8,000 0 0 皆増 皆増

0 0 45,646 17,000 皆減 皆減

住宅金融支援機構 2,607,400 249,000 2,594,800 271,000 1.00 0.92

補給金 - 111,400 - 118,500 - 0.94

交付金 - 20,000 - 86,500 - 0.23

出資金 - 117,600 - 66,000 - 1.78

都市再生機構 123,092 52,118 121,788 53,000 1.01 0.98

補給金 - 500 - 1,100 - 0.45

交付金 - 30,118 - 33,400 - 0.90

出資金 123,092 21,500 121,788 18,500 1.01 1.16

特定賃貸住宅 218 109 414 207 0.53 0.53

農地所有者等賃貸住宅 383 383 814 814 0.47 0.47

都市開発資金 9,053 0 9,566 0 0.95 -

1,323,527 371,150 1,213,805 328,076 1.09 1.13

1,219,171 318,680 1,110,064 275,606 1.10 1.16

736,000 288,000 640,000 251,000 1.15 1.15

201,998 25,847 140,957 20,656 1.43 1.25

市街地再開発事業 54,012 18,004 37,050 12,350 1.46 1.46

先導型再開発緊急促進事業 137,900 4,243 91,200 2,806 1.51 1.51

街なか居住再生ファンド 0 0 1,500 1,500 皆減 皆減

10,086 3,600 11,207 4,000 0.90 0.90

都市再生推進事業 3,657 1,233 1,009 350 3.62 3.52

都市開発資金 1,840 0 1,320 0 1.39 -

都市再生機構出資金 275,676 3,600 326,778 3,600 0.84 1.00

道路環境整備 104,356 52,470 103,741 52,470 1.01 1.00

都市再生推進事業 700 350 700 350 1.00 1.00

住宅市街地総合整備 103,656 52,120 103,041 52,120 1.01 1.00

住宅市街地総合整備 14,668 7,506 14,632 7,506 1.00 1.00

住宅市街地基盤整備 88,988 44,614 88,409 44,614 1.01 1.00

5,039,371 1,118,879 4,654,870 982,846 1.08 1.14

- 9,679 - 6,334 - 1.53

5,039,371 1,128,558 4,654,870 989,180 1.08 1.14

（注） １．市街地整備計上のまちづくり交付金は他局との共管である。
２．市街地整備計上の都市再生機構出資金は他局分を含む。
３．住宅金融支援機構の事業費については、証券化支援事業における買取実績、市場金利等の動向により変動する可能性がある。
４．行政経費は他局計上分を含む。

住宅対策

都市環境整備

市街地整備

暮らし・にぎわい再生事業

都市再生機構出資金（セーフティネット型）

阪神・淡路災害公営住宅等特別家賃低減対策

住宅・建築物耐震改修等

高齢者居住安定確保モデル事業

合 計

まちづくり交付金

住宅市街地総合整備

再 計

行政経費

市街地再開発事業等

住宅市街地総合整備

Ⅴ．参考資料

21年度要求額(A) 前年度(B) 倍率(A/B)
区 分
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